




































































































































庶　務　課 鑑　別　課 観護　課 医務課
・人事・庶務
・用途・会計
・給養・被服
・保安・その他
・社会環境的調査
・心理検査
・相談
・処遇の指定
・鑑別判定
・入・出所
・生活指導
・行動観察
・面会・護送
・精神教育
・医療・保健
・薬剤・防疫
・心身の保護指導
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2。処遇過程　　　　　　　　　　入　　　　所
・身元確認
・所持金品確認
・生活状態確認
・生活規範等生活案内
・16歳未満者と以上者
・入所回数別．
非行別・共犯別
分類収容
・懲罰少年，
特殊少年分離収容
・家庭関係
成長環境
非行歴等把握
・処遇上留意事項発見
・鑑別方針の決定
（観護課）
生　活館
居室指定
（鑑別課）
1次鑑別
面　　　接
（医務課）
身体檎査
・健康診断
・身体計測
・身体特徴調査
日　　　課　　　　集団心理検査　　　　個別心理検査　　　　精密検査治療
・教養教育と
訓練
・運動・娯楽・
読書
・面会・通信
・知能・性格・
興味・適性・
学力検査
・個入知能検査
・多面的人性検査
・Rorschach　Test
・主題統覚検査
・形態知覚検査
・描画検査
精神医学的診断
行動観察事項記録 診断確定
・各種資料確認および照会
・保護者面接
・問題性究明
2次鑑別面接
鑑別判定委員会
矯正処遇指針作成　　　　　鑑別結果通知書作成　　　　　勧告事項作成
法院少年部審理
少　　　年　　　院 出　　　　　　所 保　　　護　　　者
なお，少年法については，法律論叢第65巻第6号（明治大学〉菊田・宋・
アジアの少年非行（9）一補・大韓民国新少年法一を参照されたい。
　　　　　　　　　　　　一174一
韓国の少年院法
少　　年　　院　　法
　??????1205????88律19法〔
第1章　　総 則
　第1条（目的）　この法は，少年院と少年鑑別所の組織および機能，その
他少年の矯正教育等に関して必要な事項を規定することを目的とする。
　第2条（任務）　①少年院は，少年法第32条第1項第6号および第7号の
規定に基づき家庭法院少年部または地方法院少年部（以下「法院少年部」と
いう）より送致された少年（以下「保護少年」という）を収容して，矯正教
育を行うことを任務とする。
　②少年鑑別所は，少年法第18条第1項第3号の規定に基づき法院少年部よ
り委託された少年（以下「委託少年」という〉を収容して，その資質を鑑別
することを任務とする。
　第3条（管掌および組織）　①少年院と少年鑑別所は，法務部長官が管掌
する。
　②少年院および少年鑑別所の名称，位置，職制，その他必要な事項は，大
統領令で定める。
　第4条（少年院の分類）　法務部長官は，分類収容および矯正教育上必要
と認めるときは，少年院を教科教育少年院，職業訓練少年院，女子少年院お
よび特別少年院等機能別に分類して運営させることができる。
　第5条（処遇の基本原則〉　保護少年または委託少年（以下「保護少年等」
という）に対する処遇は，彼らの心身発達に適する環境を造成し，安定と規
律ある生活のもとに，保護少年等の成長可能性を最大限に伸張させることに
より社会適応力を養い，民主国民として，社会に復帰できるようにしなけれ
ばならない。
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　第6条（段階処遇）　保護少年の処遇は段階を設けて，性行の改善と進歩
の程度により漸次向上された処遇をしなければならない。但し，矯正成績が
特に不良な者に対しては，その段階を下げて処遇することができる。
第2章　　収容・保護
第7条（収容手続）　①保護少年等を少年院または少年鑑別所に収容する
ときは，法院少年部の決定書によらなければならない。
②少年院長または少年鑑別所長（以下「院長等」という）は，新たに収容
された保護少年等に対して，速やかに健康診断と衛生に必要な措置をとらな
ければならない。
　③院長等は，新たに収容された保護少年等の保護者または保護少年等が指
定する者（以下「保護者等」という〉に，速やかに収容事実を通知しなけれ
ばならない。
　第8条（分離収容）　①男子と女子は，分離収容する。
　②16歳未満の者と16歳以上の者は，分離収容する。
　第9条（委託変更に関する意見提示）　少年鑑別所長は，委託少年の継続
収容が適切でないという事由があるときは，委託決定をした法院少年部に委
託変更に関する意見を提示することができる。
　第10条（院長等の面接）　院長等は，保護少年等より処遇または一身上の
事情に関する意見をきくため，随時，保護少年等と面接をしなければならな
いo
　第11条（請願〉　保護少年等は，その処遇に対して不服があるときには，
法務部長官に文書で請願することができる。
　第12条（移送）　少年院長は，分離収容，矯正教育上の必要，その他理由
で，保護少年を他の少年院に移送することが適当と認めるときには，法務部
長官の許可を得て，これを移送することができる。
　第13条（非常事態等への備え）　①院長等は，天災・地変，その他災難ま
たは非常事態に備えて計画を樹立し，保護少年等に待避訓練等必要な訓練を
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実施しなければならない。
　②院長等は，天災・地変，その他災難または非常事態が発生した場合に，
当該施設内では安全な待避方法がないと認められるときには，保護少年等を
一時，適当な場所に緊急移送することができる。
　第14条（事故防止等）　①院長等は，保護少年等が離脱，乱動，暴行，自
害，その他事故を起すおそれがあるときには，これを防止するのに必要な措
置を取らなければならない。
　②保護少年等が少年院または少年鑑別所を離脱したときには，その所属公
務員が再収容することができる。
　第15条（懲戒）　①院長等は，保護少年等が規律を違反したときには，次
の懲戒をすることができる。
　1．訓戒
　2．矯正成績の減点
　3．16歳以上の者に対する単独室内での20日以内の謹慎
②懲戒は，本人の心身状況を参酌して教育的に行わなければならない。
　第16条（褒賞）　①院長等は，矯正成績が優秀であるか，あるいは品行が
他人の模範になる保護少年等に対して，褒賞することができる。
　②院長等は，第1項の規定により褒賞された保護少年等に対しては，特別
な処遇をすることができる。
　第17条（給与品等）　①保護少年等に対しては，衣類，寝具，学用品，そ
の他処遇に必要な物品を給与または貸与する。
　②保護少年等に対しては，主食，副食，飲料，その他栄養物を給与し，給
与量は，保護少年等が健康を維持し，心身の発育増進に勝要な程度のもので
なければならない。
　③第1項および第2項の規定による給与品および貸与品の種類と数量の基
準は，法務部令で定める。
　第18条（面会と書信）　①院長等は，保護少年等の保護および矯正教育に
支障があると認められる場合を除いては，保護少年等の面会を許可しなけれ
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ばならない。
　②院長等は，保護少年等の保護および矯正教育に支障があると認められる
場合には，保護少年等の書信の受発を制限し，書信の内容を検閲することが
できる。
　第19条（外出）　少年院長は，保護少年に，次の各号の1に該当する事由
があるときには，外出を許可することができる。
　1．直系尊属が危篤，若しくは死亡したとき
　2．直系尊属の還暦または兄弟姉妹の婚礼があるとき
　3．天災・地変，その他事由で，家庭に人命または財産上の重大な被害が
　　発生したとき
　4．兵役，学業，疾病等の事由で，外出が必要なとき
　5．その他矯正教育上，特に必要と認められるとき
　第20条（患者の治療）　①院長等は，保護少年等が疾病にかかったときに
は，速やかに相当な治療をうけるようにしなければならない。
　②院長等は，少年院または少年鑑別所において第1項の規定による治療が
困難と認められるときには，外部医療機関において治療をうけるようにする
こと力嘗できる。
　③院長等は，本人，若しくは保護者等が自費で治療をうけることを願い出
たときには，これを許可することができる。
　第21条（伝染病の予防と応急措置）　①院長等は，少年院または少年鑑別
所で伝染病が発生，若しくは発生のおそれがあるときには，これに対する相
当な措置をしなければならない。
　②院長等は，保護少年等が伝染病にかかったときは，速やかに隔離収容し，
必要な応急措置をしなければならない。
　第22条（領置と遺留金品の処分）　①院長等は，保護少年等が所持した金
銭，衣類，その他の物品を領置した場合には，これを安全に保管し，保護少
年等に受領証を交付しなければならない。
　②院長等は，死亡した保護少年等の遺留金品に対して親権者，後見人また
一178一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　韓国の少年院法
は親族から請求があるときには，請求者にこれを交付しなければならない。
この場合，死亡の日から1年以内に請求がないときには，その遺留金品は国
庫に帰属するρ
③少年院または少年鑑別所を離脱した保護少年等の遺留金品は，離脱の日
から1年以内に本人の請求がないときには，国庫に帰属する。
　第23条（親権または後見）　院長等は，未成年者である保護少年等が親権
者または後見人がないか，またあってもその権利を行使することができない
ときには，法院の許可を得て，その保護少年等のため親権者または後見人の
職務を行使することができる。
第3章　　鑑 別
　第24条（鑑別の原則）　鑑別は，保護少年等の身体，性格，素質，環境，
学歴および経歴とその相互関係を究明して，保護少年等の矯正に関する最善
の方針を樹立することを原則とする。
　第25条（鑑別の方法）　鑑別を行うにおいては，医学，心理学，教育学，
社会学，社会事業学等の専門的知識と技術に基づいて，保護少年等の身体的
・心理的・環境的側面を調査・判定しなければならない。
　第26条（外来鑑別）　少年鑑別所長は，法院少年部判事，少年院長，保護
観察所長，更生保護会以外の者が鑑別を要請したときには，業務に支障をき
たさない範囲内において，これに応ずることができる。この場合には，法務
部長官の定めるところにより，実費を徴収することができる。
　第27条（鑑別結果の通知）　①少年鑑別所長は，委託少年の鑑別結果と意
見を法院少年部に通知しなければならない。
②少年鑑別所長は，委託少年が保護処分の決定を受けたときには，当該委
託少年の鑑別結果と意見を，速やかにその処分を執行する少年院または保護
観察所に通知しなければならない。
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第4章　　矯正教育
　第28条（矯正教育の原則）　少年院の矯正教育は，規律ある生活のもとに，
普通教育，職業訓練，心性純化，心身の保護・指導等を通して，保護少年が
社会生活に円満に適応し，全人的な成長・発達ができるようにしなければな
らない。
　第29条（教科教育少年院）　①教科教育少年院は，大統領令で指定する。
　②第1項の規定により指定された教科教育少年院は，教育法によって設置
された学校とみなす。
　③教科教育少年院では，教育法に基づき，国民学校，中学校または高等学
校の教育課程を授業する。
　④第1項の規走により教科教育少年院で所定の教育課程を履修した者は，
教育法による当該級学校の教育課程を履修した者と同一の資格を有する。
　⑤文教部長官は，教育法に関する事項に対して，法務部長官に必要な勧告
をすることができ，法務部長官は，正当な理由を提示しない限り，これに応
じなければならない。
　第30条（教員）　①教科教育少年院には，教育法が定める資格を有する教
員を置く。
　②第1項の規定により任用された教員は，教育法および教育公務員法によっ
て任用された教員と同等の身分を有する。
　第31条（学籍管理）　①保護少年の教科教育少年院への入院は，教育法に
よる入学または編入学とみなす。
　②教科教育少年院長は，保護少年が入院したときには，その事実を保護少
年が最終的に在学した学校（以下「前籍学校」という）の長に通知し，当該
保護少年の学籍に関する資料の送付を要請することができる。
　③第2項の規定による要請を受けた前籍学校の長は，教育の継続性維持に
必要な学籍事項を，速やかに教科教育少年院長に送付しなければならない。
　第32条（学校転・入学〉　保護少年が教科教育少年院において所定の教育
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課程を履修中，退院または仮退院したときには，保護少年の申請により，前
籍学校または適当な学校に転校または編入学することができる。
　第33条（通学）　少年院長は，保護少年が学校に復学または入学したとき
には，少年院から通学させることができる。
　第34条（卒業証書の授与等）　①教科教育少年院長は，保護少年が所定の
教育課程を履修または卒業したときには，前籍学校の長に学籍事項を通知し，
修了証明書または卒業証書の発給を要請することができる。
　②第1項の規定による要請を受けた前籍学校の長は，保護少年の学籍事項
を確認して，修了証明書または卒業証書を発給することができる。
　第35条（職業訓練）　①少年院の職業訓練は，職業訓練基準法の定めると
ころによる。
　②少年院長は，法務部長官の許可を得て，産業体の技術支援または支援金
で，職業訓練を実施したりまたは少年院以外の施設において職業訓練を実施
することができる。
　③労働部長官は，職業訓練基本法に関する事項に対して，法務部長官に必
要な勧告をすることができる。
　第36条（職業訓練教師）　職業訓練を実施する少年院には，職業訓練基本
法が定める資格を有する職業訓練教師を置く。
　第37条（通勤就業）　①少年院長は，保護少年が所定の職業訓練課程を履
修したときには，産業体に通勤就業をさせることができる。
　②少年院長は，保護少年が第1項の規定により就業をしたときには，当該
産業体をして勤労基準法の規定を遵守せしめ，保護少年に報酬が支給される
場合には，これを全部本人に支給しなければならない。
　第38条（安全管理）　①少年院長は，職業訓練を実施するにおいて，保護
少年に害をもたらすか，または危険な仕事に従事させてはならない。
　②少年院長は，職業訓練を実施するにおいて，機械，器具，材料，その他
施設等により保護少年に危害が発生するおそれがあるときには，これを防止
するのに必要な措置をとらなければならない。
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　第39条（生活指導）　院長等は，保護少年等の自律性を助長し，各自が当
面する問題を自ら解決して社会生活に適応できる能力を養うよう生活指導を
しなければならない。
　第40条（特別活動）　少年院長は，保護少年の趣味と特技を伸張し，集団
生活の経験を通して民主的で，協同的生活態度を養うよう特別活動指導をし
なければならない。
　第41条（教育計画）　少年院長は，保護少年の年令，学歴，適性，進路，
矯正の難易度等を参酌して処遇課程を定め，矯正目的を早期達成できるよう
教育計画を樹立・施行しなければならない。
　第42条（奨学指導）　法務部長官は，矯正教育成果の評価と改善のため，
所属公務員をして奨学指導にあたらせることができる。
第5章　　出 院
　第43条（退院等）　①少年院長は，保護少年が23歳に達したときには，こ
れを退院させなければならない。
　②少年院長は，保護少年に対して，矯正の目的が達せられたと認められる
ときは，法務部長官の許可を得て，これを退院させる。
　③委託少年の少年鑑別所退所は，法院少年部の決定書によらなければなら
ない。
　第44条（仮退院）　少年院長は，保護少年に対して，矯正成績が良好と認
められるときは，保護観察法第28条第1項の規定に従い，保護観察審査委員
会に仮退院を申請しなければならない。
　第45条（保護少年の引渡）　①少年院長は，保護少年の退院または仮退院
が許可されたときは，速やかに保護者等に保護少年の引き渡しに関する通知
をしなければならない。
　②少年院長は，退院または仮退院が許可された保護少年を保護者等に直接
引き渡さなければならない。但し，保護少年の保護者等がないか，若しくは
許可の日からIO日以内に保護者等が引き受けないときには，社会福祉団体，
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篤志家，その他適当な者に引き渡すことができる。
　第46条（退院または仮退院者の継続収容）　①退院または仮退院が許可さ
れた保護少年が疾病にかかるか，あるいは本人の便益のため必要なときには，
本人の申請により継続収容することができる。
②少年院長は，第1項の規定による継続収容の事由が消滅したときには，
速やかに保護少年を保護者等に引き渡さなければならない。
　③少年院長は，第1項の規定により仮退院が許可された保護少年を継続収
容するときには，その事実を保護観察所長に通知しなければならない。
　第47条（物品または帰家旅費等の支給）　少年院長は，保護少年が退院ま
たは仮退院の許可を受けたか，若しくは少年法第37条第1項の規定により処
分変更の決定を受けたときには，必要な場合，物品または帰家旅費を支給す
ることができる。
　第48条（仮退院取消者の再収容）　①少年院長は，保護観察法第51条の規
定により仮退院が取り消された者に対しては，速やかに再収容しなければな
らない。
　②第1項の規定により再収容された者は，新たに収容された保護少年に準
じて処遇する。
第6章　　補 則
　第49条（訪問許可）　保護少年等に対する指導，学術研究，その他事由で，
少年院または少年鑑別所を訪問しようとする者は，その事由を明示して，院
長等の許可を得なければならない。
　第50条（協助の要請）　①院長等は，保護少年等の矯正教育または鑑別に
特に必要と認められるときは，行政機関，学校，病院，その他団体に対し，
必要な協助を要請することができる。
　②第1項の要請を拒否するときは，正当な理由を提示しなければならない。
　第51条（少年保護協会）　①保護少年等の善導のため，法務部長官の監督
のもとに，少年善導に関する学識と経験の豊かな人士で構成される少年保護
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協会を置くことができる。
②少年保護協会の設置，組織その他運営に関する必要な事項は，大統領
令で定める。
③国家は，少年保護協会に対して，補助金を支給することができる。
　第52条（少年鑑別所が設置されてない地域での少年鑑別所の任務遂行）
少年鑑別所が設置されてない地域では，少年鑑別所が設置されるまで少年鑑
別所の任務は少年院が行い，委託少年は少年院の区画された場所に収容する。
　第53条（施行令）　この法の施行に関する必要な事項は，大統領令で定め
る。
　　　　付　　則
この法は，1989年7月1日より施行する。
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